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１．目的 

伊賀市（以下「市」という。）では、人口減少、少子高齢化、財政縮小といった課題の

なかで、行政が担うべきサービス等の質を維持するために、市が直接実施しているもの

について、民間でできることは民間に委ねるものとし、市民サービスの向上を図ること

が重要として行政改革を進めています。 

この度、「伊賀市子ども・子育て支援事業計画」並びに「伊賀市保育所(園)民営化計画」

に基づき、児童数の減少や未満児保育ニーズの増加に対する課題の解決や、持続可能な

保育サービスを提供するため、伊賀市立さくら保育園（以下「さくら保育園」という。）

を民営化する事業者（以下「事業者」という。）を公募します。 

 

 

２．民営化の概要 

 伊賀市が運営するさくら保育園（地域子育て支援拠点機能を含む。）を民営化する。 

（１）さくら保育園及び青山子育て支援センターについて 

ア さくら保育園の現状（所在地等） 

施設の名称 さくら保育園 

   所在地   伊賀市阿保 1152 番地 

   定員    190 名 

   入所状況（令和６年４月現在 年度途中入所含む） 

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 

6 名 16 名 16 名 21 名 30 名 17 名 106 名 

 

 イ 青山子育て支援センター（地域子育て支援拠点機能）の現状 

施設の名称 青山子育て支援センター 

所在地   伊賀市阿保 1152 番地 

利用状況  4,653 名（令和５年度） 

 

（２）建物構造等 

 ア さくら保育園 

①完成年月 2000（平成 12）年３月 

②敷地面積 7,244.61 ㎡（隣接駐車場敷地含む） 

③建物面積 1,250.70 ㎡（延床面積） 

410.89 ㎡（延床面積 増築部分） 

④構造 木造（一部鉄骨造） 平屋建て 
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 イ 青山子育て支援センター 

①完成年月 2003（平成 15）年３月 

②建物面積 89.1 ㎡（延床面積） 

③構造 木造 平屋建て 

 

（３）民営化予定年月日 

2026（令和８）年 4月 1 日 

民営化予定の日から事業が開始できるよう、児童福祉施設の設置について児童福祉法

第 35 条第４項に規定する三重県知事の認可を得ること。なお、認可申請にあたり必要

な経費の一切は、事業者の負担とする。 

民営化の手続きは、適正な法人の選定後に実施する。ただし、伊賀市保育所条例の一

部改正（さくら保育園の廃止）及び財産（建物）の譲渡について、伊賀市議会（以下「市

議会」という。）の議決が得られない場合に、民営化予定事業者に選定したことを取り

消し、又は民営化手続きを一時停止することがある。 

 

 

３．民営化の条件 

（１）土地に関する事項 

市と土地使用貸借契約を締結し、市が所有する土地を 10 年間無償で使用することが

できる。また、特段の理由がない限り期間を延長するが、施設の老朽化や社会情勢の変

化、保育運営に不安がある場合等により契約内容を変更する場合がある。 

 

（２）建物に関する事項 

建物その他工作物（以下「建物等」という。）については、市と市有財産譲渡契約を

締結し、無償で譲渡する。 

建物等については、民営化の日の現状をもって事業者に引き渡すものとし、民営化後

に発見された隠れた瑕疵については、市は一切の責任を有しない。 

民営化後の建物等については、事業者が所有権登記後、速やかに事業者の基本財産に

編入すること。なお、登記に係る経費の一切は、事業者の負担とする。 

さくら保育園は、指定避難所並びに災害用ガスバルク設置施設であるため、災害対応

に積極的な協力を行うこと。 

 

（３）保育所の備品 

一部のリース備品等を除き、無償譲渡を基本とする。 
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（４）契約の解除 

 次のいずれかに該当する場合は、契約を解除することがある。 

ア 民営化までの期間内に児童福祉法第 35 条第４項に規定する児童福祉施設の設

置の認可が受けられないとき 

イ 運営に関する条件並びに事業計画書に記載した提案内容と著しくかけ離れた運

営を行っていると市が判断したとき 

ウ その他、民営化に係る契約、協定書及び覚書を継続し難い重大な背信行為があっ

たと市が判断したとき 

 

（５）保育所整備・修繕に係る補助 

民営化後、大規模改修や増改築等の必要な施設整備、老朽化した施設の修繕にあた

っては、国庫補助金（就学前教育・保育施設整備交付金・保育対策総合支援事業費補

助金）を活用する等、市の予算の範囲内で補助する。ただし、国の制度変更や、本市

施策の変更などにより補助金制度が変更になる場合がある。 

 

 

４．運営に関する条件 

（１）運営 

事業者自らが当該民営化する保育所（または幼保連携型認定こども園）を管理運営

すること。また、併せて地域子育て支援拠点事業として、地域子育て支援拠点事業実

施要綱に規定する常設の地域子育て支援拠点（一般型）を管理運営すること。 

 

（２）保育所の名称 

民営化後の保育所の名称については、他の保育施設と混同する恐れがないものとし、

保護者・地元住民等関係者の意向を最大限尊重すること。 

 

（３）定員及び受入年齢 

 民営化後の保育所の定員は、令和５年から７年度の入所児童数及び今後の児童数見込

をもとに、市と協議のうえ定員数を決定する。 

 ３歳未満児の受入れの充実に配慮すること。 

 

認可（利用）定員（令和 6 年 4 月 1日現在） 

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合 計 

12 人 22 人 30 人 40 人 43 人 43 人 190 人 
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（４）保育事業の継承等 

保育内容は、次に定める内容を下回らないこと。 

・「伊賀市保育計画」に基づいた保育を行うこと。また、民営化前のさくら保育園の

保育内容等を尊重し、保護者等の意見を取り入れ、過度に変わることのないように

配慮すること。 

・特別な支援を要する児童に対する適切な保育を実施し、当該児童の福祉増進を図る

こと。民営化前の保育所に入所している特別な支援を要する児童全てを受け入れる

こと。（受入れに係る加配保育士の人件費の一部は、市の予算の範囲内で交付する

ことを予定している。） 

・保護者の産後期間終了後に退所を求めること（いわゆる育休退園）を行わないよう、

３歳未満児の受入れを充実させること。 

・青山子育て支援センターが実施している地域子育て支援拠点事業実施要綱に規定

する基本事業の内容や実施方法等を尊重し、過度に変わることのないように配慮す

ること。 

 

現在実施している主な保育内容 

休園日 日曜日、祝日、12月 29 日から翌年の１月３日まで 

開園時間 午前７時 30分から 午後６時 00 分まで 

特別保育 
延長保育（午後６時 00 分から 午後７時 00 分まで） 

家庭支援推進保育 

現在実施している地域子育て支援拠点事業の主な内容 

休業日 日曜日、月曜日、祝日、12 月 29 日から翌年の１月３日まで 

開所時間 午前９時００分から 午後５時００分まで 

加算事業 育児参加促進講習休日実施 

 

（５）保育事業、地域子ども・子育て支援事業の拡充 

 延長保育、休日保育、一時預かり事業、家庭支援推進保育事業に積極的に取り組むこ

と。 

 市から地域子育て相談機関の設置要請があった場合は、これを受託すること。 

 民間法人ならではのアイデアや特色をもって、保育環境・水準の向上に積極的に取り

組むこと。 

 地域子育て支援拠点では、地域の子育て拠点として地域の子育て支援活動の展開を図

るための加算事業に積極的に取り組むこと。なお、地域子育て支援拠点を運営するにあ

たり、地域子育て支援拠点の運営に係る補助金は、市の予算の範囲内で交付する。 
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（６）職員配置 

児童や保護者の不安を解消し、保育の円滑な引継ぎを行うため、次のとおり職員配置

を行うこと。厚生労働省が定める「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」、三重

県が定める「三重県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例」及び公定

価格基本部分の職員配置基準を満たすこと。 

①施設長 社会福祉事業に従事した経験を２年以上有すること。 

児童福祉事業に関する知識を有し、施設を適切に運営できること。 

専任であること。 

②主任保育士 保育所又は認定こども園（以下、「保育所等」という。）において、 

10 年以上の保育経験を有する常勤職員であること。 

③保育士（施

設長、主任保

育士除く） 

保育所等において５年以上の保育経験を有する者を複数配置する 

こと。また、保育士のうち半数以上は、保育所等において３年以上の

保育経験を有すること。 

④看護師  看護師の配置に努めること。 

⑤調理員 定員に応じた必要な調理員を配置すること。 

  ※調理委託業者の調理員でも可とする。 

⑥その他 民営化前の令和７年度において、民営化後に配置予定の保育士等

は、さくら保育園において保育業務の引継ぎ及び共同保育（以下「引

継ぎ及び共同保育」という。）を行うこと。民営化後の令和８年度に

おいて、市の保育士等の派遣の受入に応じること。 

民営化前にさくら保育園に勤務していた会計年度任用職員又は退

職を希望する市の正規職員及び会計年度任用職員のうち、本人が希

望する場合は、積極的な採用に努め、勤務条件・処遇等については配

慮を求める。 

※経験年数は、2026（令和８）年 4 月 1日を基準日とする。 

※職員配置人数については、０歳児 3 人につき 1 人以上、1歳児４人につき 1 人以

上、２歳児５人につき 1 人以上、３歳児 15 人につき 1 人以上、４・５歳児 25

人につき 1人以上保育士を配置すること。 

※家庭支援推進保育事業については、専任の保育士を２人配置すること。 

※地域子育て支援拠点事業については、専任の保育士等を２人以上配置すること。 

 

（７）三者協議会 

事業者は、円滑な引継ぎ及び保護者との信頼関係構築のため、事業者、保護者、市で
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構成する三者協議会を設置し、民営化に伴う調整事項について合意形成を図ること。ま

た、当該協議会で出された意見・要望については、真摯に受け止め、柔軟な対応に努め

るとともに、実現の可否に関わらずその対応について誠意をもって対応すること。 

 

（８）地域との交流等 

地域との交流を図り、良好な関係作りに努め、地域に根差した運営を行うこと。また、

地域の子育て家庭への支援に取り組むよう努めること。 

 

（９）小中学校との連携 

青山小学校及び青山中学校との交流を積極的に行い、連携強化を図ること。 

 

（10）公的機関との連携・交流 

市こども家庭支援課との交流を積極的に行い、連携強化を図ること。青山文化センタ

ー等の公的機関と積極的に交流を行うこと。 

 

（11）給食 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第 11 条に基づき、自園調理にて実施し、

アレルギー食に対応すること。 

積極的に食育を推進することとし、宗教食等の多様性に配慮した対応に努めること。 

給食設備をはじめ、施設の衛生管理を徹底すること。 

 

（12）職員の資質向上 

職員の資質向上及び保育の質の向上のため、必要な研修を行うこと。また、市が行う

研修や保育の向上を目的とした事業に積極的に参加すること。 

 

（13）保護者負担金 

 保育料以外の保護者負担については、保護者の負担軽減に留意するとともに、事前に

保護者に十分な説明を行うこと。なお、３歳以上児の副食費ついては、保護者から徴収

をしないこと。ただし、公定価格の単価等を定めたこども家庭庁告示（副食費徴収免除

加算の額）を基準に市が事業者に直接給付する。 

 

（14）保育用品 

保育所入所児童に対し、必要以上に保護者の負担を増大させないこと。 

保護者会組織が同意した場合を除き、民営化後一定期間は指定の制服、鞄、靴、教材

等を導入しないこと。 
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（15）要望及び苦情への対応 

保護者とのコミュニケーションを図り、要望等について誠意を持って対応すること。

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第 14 条の 3 に基づき、苦情への対応のた

めの必要な措置を講ずること。 

 

（16）保育業務の引継ぎ 

引継ぎ及び共同保育を行うこと。引継ぎ及び共同保育の期間は、民営化の日前後３か

月（計６か月）程度を予定するが、詳細は三者協議会で決定する。 

引継ぎ及び共同保育においては、事業者は民営化後の保育所に勤務予定の職員（施設

長、保育士、調理員等）を派遣するものとし、市は当該派遣に係る費用の一部を市の予

算の範囲内で交付する。 

民営化の日以後においても、引継ぎ及び共同保育のため、民営化前の保育所に勤務し

ていた市の保育士等の派遣を受け入れること。 

引継ぎ及び共同保育は、在園児及びその保護者の不安の解消・軽減を図るために極め

て重要なものであるから、誠意を持ってこれにあたること。 

また、事業者の申し出により、在園児及びその保護者の不安の解消・軽減を図ること

並びに事業者における保育士の雇用の問題及び、経験豊かな保育士のバランスよい配置

を支援し、保育の質の低下を防ぐことを目的に、市の保育士等の長期派遣を要請するこ

とができる。 

 

（17）その他 

事業者は、保育中の事故に備えるために、独立行政法人日本スポーツ振興センターの

災害共済給付制度に加入すること。 

使用済み紙おむつについては、市が収集運搬処分を行うことから、保護者に持ち帰り

をさせないこと。 

保育所の運営状況や、事業者の経営状況等の積極的な情報開示に努めること。 

民営化の際の条件等が民営化後に遵守されているかを確認するために、必要に応じて

市職員による巡回確認を受入れること。 

民営化後３年目に第三者評価を受審し、結果を公表すること。 

 

 

５．参加資格要件 

 次のすべての条件を満たす法人及びその代表者であること。 

（１）法令、条例・規則等を遵守し、自ら安全かつ円滑に対象施設を管理運営できる

社会福祉法人又は学校法人で、2024（令和６）年４月１日時点で、本部、支所等

を、事故など緊急に対処を要する事態が発生した場合に迅速に対応できる場所（概
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ね 2 時間程度）に有する法人で、認可保育所又は認定こども園（幼稚園型を除く）

を設置・運営しており、少なくとも一つの施設において 3 年以上の運営実績を有す

ること。 

（２）保育・教育事業に熱意と理解を持ち、市の保育・教育行政において積極的に協

力できること。 

（３）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定より一般競

争入札に参加することができない者に該当していないこと。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 条）第２

条第２号に規定する暴力団及びそれらの利益となる活動を行う者が構成員の中に存

在する団体に該当していないこと。 

（５）手形交換所から取引停止処分を受けている等経営状況が不健全ではないこと。 

（６）破産法（平成 16年法律第 75号）、会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）及

び民事再生法（平成 11年法律第 225号）による手続開始申立てをしていないこと、

及び、第三者によって申立てを受けていないこと。 

（７）市、三重県並びに施設を設置する市区町村及び府県で指名停止等の措置を受けて

いないこと。 

（８）直近の３年間において国税及び地方税を滞納していないこと。 

 

６．スケジュール 

 スケジュールについては、下記のとおりとする。ただし、やむを得ない事情により変

更する場合がある。 

公告・募集要領の配布 2024（令和６）年７月５日（金）～８月８日（木） 

施設見学会参加申込期間 2024（令和６）年７月５日（金）～７月２４日（水） 

施設見学会 2024（令和６）年７月２８日（日） 

参加申込書類の提出期間 2024（令和６）年７月５日（金）～８月８日（木） 

質問書の受付期間 2024（令和６）年７月５日（金）～９月１７日（火） 

参加資格審査結果通知 2024（令和６）年９月３日（火） 

質疑最終回答日 2024（令和６）年９月２４日（火） 

事業計画書類の提出期間 2024（令和６）年９月４日（水）～１０月２日（水） 

プロポーザル審査 2024（令和６）年１１月２８日（木） 

選定結果通知 2024（令和６）年１２月６日（金） 

民営化にかかる協定の締結 2025（令和７）年４月 

民営化 2026（令和８）年４月１日（水） 
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７．応募に関する手続き 

提出先及び問合せ先については１４を参照してください。 

（１）関係書類等 

・配布期間   2024（令和 6）年７月 ５日（金）から 

2024（令和６）年８月 ８日（木）まで 

・入手方法   伊賀市ホームページからダウンロード 

        （TOP‐子育て特設サイト‐保育所（園）・幼稚園・認定こども園

‐さくら保育園の民営化にかかる事業者の募集について） 

        （URL：https://www.city.iga.lg.jp/igakids/0000012273.html） 

 

二次元コードからサイトページへ 

 

 

 

 

（２）施設見学会  

 ・申込期間   2024（令和６）年７月 ５日（金）午前 8時 30 分から 

2024（令和６）年７月２４日（水）午後 5 時 15 分まで 

 ・申込方法   施設見学会参加申込書（様式６）を使用して、健康福祉部保育幼稚

園課まで電子メール又はＦＡＸで提出すること。 

なお、送信した旨を電話で必ず連絡すること。 

・開催日時   2024（令和６）年７月２８日（日）午後２時００分から 

 ・開催場所   さくら保育園（青山子育て支援センター含む） 

 

（３）参加申込書類 

・提出期間   2024（令和６）年７月 ５日（金）午前 8 時 30 分から 

2024（令和６）年８月 ８日（木）午後 5 時 15 分まで 

         （土、日、祝日を除く、午前 8 時 30 分から午後 5時 15 分まで） 

 ・提出方法   直接持参 

・提 出 先   健康福祉部保育幼稚園課 

 ・提出書類   次に掲げる書類２部（原本１部、写し１部）を、次に定める順番に A

４版、左綴じ、目次、見出し及び様式ごとにページ番号を付けて提出

してください。 
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Ａ３版となる場合はＺ折りにし、Ａ３版１ページで２ページと換算し 

てください。 

 

① 伊賀市立さくら保育園民営化事業者募集参加申込書兼誓約書

（様式１） 

② 法人が運営する認可保育所一覧表（様式２） 

③ 法人役員等名簿（様式３） 

④ 法人の定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類 

⑤ 法人の登記簿謄本または登記事項証明書 

⑥ 法人の印鑑証明書 

⑦ 法人の直近３年分の法人税、消費税及び地方消費税の納税証明

書、市町村民税の滞納がないことの証明書 

⑧ 法人の直近３年分の財務諸表の写し 

⑨ 預金残高証明書 

⑩ 直近 2回分の法人に対する所管庁の監査結果通知書 

⑪ 現在運営する保育所等の概要 

・注意事項   資料の提出にあたっては、別紙「伊賀市立さくら保育園民営化事業

者募集 様式集」を必ず確認すること。 

 

（４）参加資格審査 

提出書類により参加資格審査を行う。結果については、すべての申請者に対して 

文書をもって通知する。なお、通知内容について不服がある場合は文書到達後１週 

間以内に文書にて行うこと。 

 

（５）質問書の受付及び回答 

 ・受付期間   2024（令和６）年７月 ５日（金）午前 8時 30 分から 

2024（令和６）年９月１７日（火）午後 5 時 15 分まで 

 ・受付方法   質問票（様式７）を使用して、健康福祉部保育幼稚園課まで電子メ

ール又はＦＡＸで提出すること。 

なお、送信した旨を電話で必ず連絡すること。 

・回答方法   市ホームページに順次掲載を行う。 

2024（令和６）年９月２４日（火）までに回答予定 

※電話、口頭等による質問は受け付けない。 

※質問受付期間終了後は、質問は受け付けない。 
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（６）事業計画書類 

・提出期間   2024（令和６）年 ９月 ４日（水）から 

2024（令和６）年１０月 ２日（水）まで 

         （土、日、祝日を除く、午前 8 時 30 分から午後 5 時 15 分まで） 

 ・提出方法   直接持参 

・提 出 先   健康福祉部保育幼稚園課 

 ・提出書類   次に掲げる書類を、次に定める順番に A4 版、左綴じ、目次、見出

し及び様式ごとにページ番号を付けて提出してください。 

           Ａ３版となる場合はＺ折りにし、Ａ３版１ページで２ページと換算

してください。 

事業計画書は、合計 20 ページ以内となるようにしてください。 

① 事業計画書（様式４）15 部（原本１部、写し 14 部） 

② 施設長予定者の履歴書（様式５）２部（原本１部、写し１部） 

③ 資金収支予算書、資金収支予算内訳書（保育事業の 2024（令和６）

年度から 2028（令和 10）年度分）２部（原本１部、写し１部） 

 

（７）留意事項 

 ① 応募における注意事項 

・提出された書類の内容を変更することはできない。（軽微な修正を除く。） 

・提出書類は理由のいかんに関わらず返却しない。 

・参加申込受付後に辞退される場合は、「辞退届（様式８）」を提出すること。 

・市が必要であると判断した場合は、提出内容について個別に聴き取りを行う場合が

ある。 

 ② 無効となる参加申込書又は事業計画書等 

  参加申込書又は事業計画書等が以下に該当する場合は無効となることがある。 

・提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの 

・本要領（参加資格要件等）に適合しないもの 

・指定する作成様式及び記載上の注意事項に示された条件に適合しないもの 

・記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

・記載すべき事項以外の内容が記載されているもの 

・虚偽の内容が記載されているもの 

・事業計画書の記載内容において参加申込者名が容易に推測できるもの 

③ 応募の費用負担 

応募に関し必要な費用は、すべて応募者の負担とする。 
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８．審査方法 

 伊賀市立さくら保育園民営化事業者選定委員会（以下、「選定委員会」という。）にお

いて、提出された参加申込書類、事業計画書類及びプロポーザル審査により、評価、採

点を行う。 

 

 

９．プロポーザル審査 

・実施日時   2024（令和６）年１１月２８日（木） ※予定 

・実施場所   詳細は審査対象者に直接通知します。 

・実施時間   40 分程度（説明 20 分、質疑 20 分） 

・実施方法   応募受付順により事業計画書の説明及び質疑を行う。 

        口頭による説明を基本とするが、PC、プロジェクター、スクリー

ン等の利用がある場合は事前に申し出ること。 

※説明を欠席した場合は、審査及び選定から除外する。 

 

 

１０．評価、採点 

（１）評価、採点 

選定委員会において、事業計画書及びプレゼンテーション状況を基に評価、採点を行

い、最高得点を得た事業者を特定する。 

評価、採点における基準は、次の評価項目に基づくものとし、配点等の詳細は、選定

委員会で定めるものとする。 

なお、採点の総合計に対し 100 分の 60 に満たない結果となった場合は、失格とす

る。 

（２）評価項目 

① 基本的事項（経験・保育所運営・職員配置） 

② 経理状況（法人の財務状況・資金収支予算計画・法人の監査状況） 

③ 運営理念（運営方針・保育目標、計画） 

④ 職員配置（職員採用計画・処遇改善・人材確保、育成・職員研修） 

⑤ 特別保育（特別支援保育・その他特別な保育） 

⑥ 保育内容（保育の質の確保・地域活動事業・給食・保護者との連絡、連携・保

護者支援・地域や各種機関との連携・地域の子育て支援（地域子育て支援拠点機

能含む）・危機管理・虐待防止・個人情報の保護等） 

⑦ 苦情解決（苦情解決・第三者評価） 

⑧ 業務の引継ぎ 

⑨ その他提案 
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１１．失格となる提案者 

 提案者が以下に該当する場合は、失格となることがある。 

・本要領に定める手続き以外の手法により、選定委員又は関係者に本プロポーザルに対

する援助を直接又は間接に求めた場合 

・本プロポーザル時に選定委員会の許可なく追加資料等を提出した場合 

・その他選定委員会が不適格と認めた場合 

 

 

１２．選定結果と公表 

 市長は、選定委員会の審査結果を受けて、最高得点者を民営化予定事業者に選定し、

参加申込者全員に対し選定結果の通知を行う。ただし、最高得点者に事故等があり譲渡

が不可能となった場合は、次点者（選定委員会において選定基準を満たす評価を受けた

者に限る。）を民営化予定事業者とする。 

 また、選定結果は、選定した事業者の名称、所在地及び審査結果一覧表（提出者名は

除く。）について、市ホームページへの掲示その他の方法により公表するものとする。 

 

 

１３．協定の締結 

市長は、市議会において、伊賀市保育所条例改正案（さくら保育園の廃止等）、財産

（建物）の無償譲渡が議決された場合に事業者と移管にかかる協定を締結するものとす

る。 

すなわち、民営化予定保育所の運営移管及び譲渡にあたっては、伊賀市保育所条例の

改正等の議決が必要となり、民営化に関する予算の執行にあたっては、毎年度の予算の

議決が必要となる。仮に、条例改正の議決が得られない場合は、民営化予定事業者に選

定したことを取り消す、又は民営化手続きを一時停止することや、予算が議決されなか

った場合は補助金の不交付決定を行うことがある。 

 

 

１４．問合せ先 

 伊賀市四十九町 3184 番地 伊賀市役所本庁舎２階 ５番窓口 

伊賀市健康福祉部保育幼稚園課総務係  

ＴＥＬ：0595-22-9658  ＦＡＸ：0595-22-9646 

e-mail：hoyou@city.iga.lg.jp 

※土、日、祝日を除く、午前 8 時 30分から午後 5 時 15 分まで 

mailto:hoyou@city.iga.lg.jp

